
                                2012 年 7 月 9 日  
 

(社)日本測量機器工業会    
 

中小企業投資促進税制の対象設備に測定機器が追加されたことについて 
 
本年４月より中小企業投資促進税制の対象設備に測定機器が追加されました。 

国土交通省及び日本測量機器工業会の見解としては、測定機器には測量機器も含まれるも

のと理解をしていますが、最終判断は測量機器を導入頂く顧客と顧客が税申告を行う地域

の税務署の判断になります。 
 
制度概要は下記の通りです。詳細については最寄りの税務署 税務相談室までお問い合

わせください。 
 

記 
 
１）制度    ： 中小企業者等が一定の設備投資や IT 投資を行った場合に、税額控除（７％ 

又は特別償却（３０％）の選択提供を認める措置。 
         中小企業の品質向上等に資する設備投資を促進するため、器具・備品の 

対象に試験または測定機器等を追加する等の見直しが行われた。 
           別添資料をご参照ください。 

（中小企業庁「平成２４年度税制改正について」より抜粋 ）  
 
２）対象事業者：中小企業者等（資本金１億円以下） 
 
３）対象設備 ： 測定機器（１台３０万円以上かつ一台あるいは複数台計１２０万円以上） 
           ＊対象設備には測定機器以外の器具・備品もあります。別添資料

をご参照ください。  
 
４）措置内容 ：７％税額控除または３０％特別償却（ただし税額控除は資本金３千万    

円以下に限る。) 
 
５）適用期間 ：２年間（平成２５年度末まで） 
                                                                

以上 






